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公正競争ワーキンググループ（第４回） 

議事録 

 

1. 日時 

令和６年３月28日（木）16：30～18：30 

 

2. 開催方法 

WEB会議による開催 

 

3. 出席者（敬称略） 

構成員： 

山内弘隆（武蔵野大学 経営学部 特任教授）、大橋弘（東京大学 副学長/公共政策大

学院 教授/大学院 経済学研究科 教授）、相田仁（東京大学 名誉教授）、大谷和子

（株式会社日本総合研究所執行役員法務部長）、高橋賢（横浜国立大学大学院 国際社

会科学研究院 教授）、西村暢史（中央大学 法学部 教授）、西村真由美（公益社団法

人 全国消費生活相談員協会 理事/ＩＴ研究会代表）、林秀弥（名古屋大学大学院 法

学研究科 教授）、矢入郁子（上智大学 理工学部情報理工学科 教授） 

 

オブザーバ： 

日本電信電話株式会社、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社、楽天モバイル株

式会社、一般社団法人テレコムサービス協会、一般社団法人日本インターネットプロ

バイダー協会、一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 

 

ヒアリング： 

一般社団法人テレコムサービス協会（再掲）、一般社団法人日本インターネットプロ

バイダー協会（再掲） 

 

総務省： 

竹内総務審議官、今川総合通信基盤局長、木村電気通信事業部長、渋谷総合通信基盤

局総務課長、飯村事業政策課長、井上料金サービス課長、堀内基盤整備促進課長、柳
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迫事業政策課調査官、石谷事業政策課企画官、渡部事業政策課市場評価企画官 
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【山内主査】 本日は、皆様、御参加いただきまして、ありがとうございます。定刻とな

りましたので、ただいまから公正競争ワーキンググループ第４回会合を開催いたします。 

 本日の会議につきましては、ウェブ会議による開催とさせていただきます。また、一

般傍聴についても、ウェブ会議システムによる傍聴とさせていただいております。 

 まず、事務局より、ウェブ会議システムの関係で留意事項をお願いいたします。 

【事務局（田中）】 事務局です。本日は、御発言に当たってはお名前を冒頭に言及いただ

きますようお願いいたします。また、ハウリングや雑音混入防止のため、発言時以外は

マイクをミュートにしていただきますようお願いいたします。 

 資料については、資料４－１から資料４－８まででございます。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございました。 

 それでは、本日の議事に入ります。本日は、まず前回会合における検討について振り

返った後に、「ＮＴＴ東西等の業務の在り方」について検討いたします。本日も、ＮＴＴ

グループとして、ＮＴＴ東日本等から会合に参加していただいております。 

 それでは、前回会合における主な意見等あるいはそれらを踏まえた検討の視点につい

て、これは資料４－１から４－３までに基づきまして、事務局より御説明をお願いした

いと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

【事務局（榎）】 事務局でございます。私から、資料４－１から４－３までに基づいて簡

潔に御説明を差し上げます。 

 まず、資料４－１、第３回会合の主な意見等でございます。前回は２つのテーマを取

り上げてございました。１つ目が公正競争の確保に関する基本的な考え方、２つ目がＮ

ＴＴ東西の通信インフラの在り方でございます。 

 項立てにしてございまして、こちらが、まず公正競争の確保に関する基本的な考え方

でございます。林構成員から前回、御発表も頂戴したところでございますので、そうい

った御発表内容をまとめたものと、後ほどの質疑内容を記載してございます。 

 おめくりいただいて２ページ目の真ん中あたりからが、次の項目のＮＴＴ東西の通信

インフラの在り方でございます。こちらについても質疑応答の模様をまとめてございま

す。最後、３枚目までございますので御確認いただければと思います。 

 次の資料４－２に移りまして、こちらが前回会合の追加の質問及び御回答でございま

す。こちらもテーマごとに分けてございまして、最後のページ以外がＮＴＴ東西の通信
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インフラの在り方、最終ページがＮＴＴ東西等の業務の在り方に関するものでございま

す。 

 おめくりいただいて１枚目、ＮＴＴ東西の通信インフラの在り方の最初のページでご

ざいます。ケーブルテレビ連盟に対しては２問頂戴しているところでございます。まず、

電柱利用に関するトラブル例について、おめくりいただいて次のページが、ＮＴＴ東西

の統合についてのお考えを伺うものでございます。 

 さらにおめくりいただいて３ページ目からが、オプテージへの質問でございます。オ

プテージへの質問は１問でございまして、アクセス網の資本分離をすると「設備競争の

減退リスク」がなぜ生じるとお考えなのかという質問でございます。 

 おめくりいただいて次の４ページ目からが、ＪＴＯＷＥＲへの質問でございます。Ｊ

ＴＯＷＥＲには計３問ございまして、まず１問目が固定通信のシェアリングに関して、

おめくりいただいて次のページがインフラシェアリングについて、第一次答申でもござ

いましたが、４つの観点、ユニバーサルサービス、公正競争、経済安全保障等とまとめ

てございますけれども、そういった観点から、どのように資するのかという形の御質問

でございます。続いては最後、３問目が、インフラシェアガイドラインについてでござ

います。 

 おめくりいただいて最後、こちらのみ次のテーマでございまして、ＮＴＴ東西等の業

務の在り方についてでございます。オプテージへの１問のみでございまして、活用業務

に関する御質問でございます。 

 主に項目のみで、雑駁で恐縮ですけれども、こういった前回会合を踏まえまして、改

めて検討課題についてまとめてございます。 

 おめくりいただいて、まず１枚目が、検討課題１として、公正競争の確保に関する基

本的な考え方、大枠としてまず御説明差し上げると、次のものとして検討課題２として、

ＮＴＴ東西の通信インフラの在り方と２つに分けてございます。 

 まず１つ目の公正競争の確保に関する基本的な考え方でございます。こちらは、前回、

林構成員からも御発表を頂戴したところでございまして、公正競争の確保に当たっては、

以下の考え方を基本とすることについてどう考えるかというものでございます。主に①

から③まで整理してございまして、１つ目が競争条件の公正、こちらが構造規制に当た

るもの。２つ目が競争行為の公正、こちらが行為規制に当たるもの。この２つを確保す

ることによって、次の行、丸の２つ目でございますけれども、設備競争とサービス競争
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を促進し、設備競争によるネットワークの高度化や、サービス競争によるサービスの多

様化・高度化・低廉化を実現するというものでございます。こちらについてどのように

考えるかという問いを立てさせていただいております。 

 移りまして、次に２枚目、ＮＴＴ東西の通信インフラの在り方の部分でございます。

こちらは、前回、林構成員の御発表等にもございましたとおり、ＮＴＴが線路敷設基盤

を維持・活用して設備を高度化し、多様なサービスを提供する役割を担うことが重要と

の意見があったところでございますが、この点も踏まえて、全国津々浦々に線路敷設基

盤を有するＮＴＴの役割についてどのように考えるかとしてございます。また、これに

関連して、ＮＴＴに対する自己設置要件、あるいは線路敷設基盤に関する規律の在り方

をどのように考えるかというものでございます。 

 こちらの図が、次の３ページ目、参考でつけてございますネットワーク図、前回の会

合でお示ししたものでございますが、そちらを概念的にまとめ直したものを御参考まで

に図としてつけさせていただいております。 

 こちらで、前回会合に関する事務局からの説明は以上とさせていただきます。 

【山内主査】 どうもありがとうございました。 

 それでは、意見交換に移りたいと思います。資料４－３で示された検討の視点につい

て、御意見等ございましたら御発言願いたいと思いますが、どなたかいらっしゃいます

でしょうか。基本的な考え方ということで、各階層でまとめて、公正競争の条件をお示

ししていただいていると思いますが、よろしゅうございますか。 

 これについては基本的なところですので、何かありましたら、その都度、御指摘いた

だければよいかと思いますので、それでは議事を進めさせていただこうと思います。 

 本日の議題でありますけれども、本日の議題は「ＮＴＴ東西等の業務の在り方につい

て」、これは資料４－４に基づいて事務局から御説明をお願いしたいと思います。よろし

くお願いいたします。 

【事務局（榎）】 山内主査、先ほどの検討課題１だけではなく、検討課題２の方も皆様の

御意見を伺っていただければ幸いです。 

【山内主査】 大変失礼いたしました。検討課題２についても、どなたか御発言のある方

はいらっしゃいますか。大谷構成員が御発言を御希望ということでよろしいでしょうか。 

【大谷構成員】 大谷でございます。ビデオオフのままで、意見というかコメントを申し

上げたいと思います。 
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 今、ちょうど事務局で映していただいている３つの階層なのですけれども、やはり今

回、私も十分に理解していなかったところですが、電気通信設備については、一定の自

己設置要件を含めた、例えば譲渡についての制限などがＮＴＴ法の中にも設けられてい

る一方で、線路敷設基盤については、その資産としての重要性であるとか、社会全体に

とってのインフラとしての意義というのが、各競争事業者からも御指摘いただいており、

また、その御指摘にはごもっともな点が多いと思いますけれども、それらについての利

用方法であるとか開放方法については、ガイドラインなどで詳細には決まっているもの

の、やはりこの辺りの開放の在り方であるとか競争条件の中での位置付けなどを定めた

一般的なルールというのを設けておく必要があるのではないかと感じております。それ

が、電気通信事業法のような規定というよりは、線路敷設基盤を持っているのがＮＴＴ

という１つの事業主体のみということですので、その事業主体の振る舞いについて直接

適用があるようなルールにする必要があるのではないかと思いますので、まだ十分に整

理されておりませんけれども、今回の気付きということでお伝えしたいと思っておりま

す。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。事務局からも何かコメントがあったら最後にまと

めてお願いしたいと思います。中央大学の西村構成員、どうぞ御発言ください。 

【西村（暢）構成員】 中央大学の西村でございます。私からは事務局に１点、質問とい

うかお願いがございます。その上でコメントを申し上げさせていただければと思います。 

 まず、今投影していただいております検討課題２の１ポツ目のところで、やはり全国

津々浦々の線路敷設基盤を所有しているＮＴＴである以上、ユニバーサルサービスとの

関係の議論がここでも必要になってきておるかと思います。別のワーキンググループで

の議論というものが今どういう状況で、現時点で結構でございますが、共有していただ

くような内容や事項というのはございますでしょうか。公正競争ワーキンググループと

いうことでございますので、競争政策的な観点での議論というのも可能なのでございま

すが、やはりユニバーサルサービスとの関係では、ある意味、衝突する部分も出てくる

かと思うので、お聞きした次第でございます。 

 その上で１点、コメントでございますが、検討課題１とも関係するかと思います。線

路敷設基盤の所有権を有するＮＴＴに対して、それらの維持活用、公平な利用の確保、

高度化の責務、結構な負担になろうかと思います。どこかで投資インセンティブという
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のを見つける必要があるかも分からない。さはさりながら、他方で電気通信設備に関し

て、東西統合あるいは線路敷設基盤が土台となって電気通信設備と一体化されてインフ

ラそのものが地域会社に集約されてしまうおそれ、また電気通信設備の設備競争という

観点。現状、ケーブルテレビや電力系の通信事業者というものが競争相手として想定さ

れておりますが、後でも出てくる資料４－４、９枚目にあるとおり、地域会社と伍して

競争できているか。地理的な展開の違いもあって、単純には判断がつきにくいものでご

ざいます。 

 長くなって恐縮ですけれども、線路敷設基盤というのは、やっぱりＮＴＴ自身が所有

されている設備だからこそ、維持活用、高度化といった具体的な効果も期待されるとい

うこともあろうかと思いますので、自己設置要件あるいは自己設置義務といったものを

議論の出発点としながらも、線路敷設基盤と電気通信設備のどの部分にそれらを課して

いくかという議論もあってよいのかなと思った次第でございます。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。事務局、今の御質問についていかがでしょうか。 

【事務局（榎）】 事務局でございます。ユニバーサルサービスとの関係、今、西村暢史先

生から御指摘いただいた点については、まさにおっしゃるとおりでして、ユニバーサル

ワーキンググループの中でも、そのような自己設置要件等を含めた御意見があったかと

承知しているところでございます。また、ユニバーサルワーキンググループの議論の状

況については、ユニバーサルワーキンググループでも検討が進んでいる最中でございま

すので、どのように御紹介できるかというところは、また別途、検討したいと考えてご

ざいます。 

【山内主査】 ありがとうございます。よろしゅうございますか、西村構成員。 

【西村（暢）構成員】 ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

【山内主査】 それでは大橋主査代理、どうぞ御発言ください。 

【大橋主査代理】 ありがとうございます。検討課題１なのですけれど、公正競争に関し

て、その公正性を、競争条件と、あと競争の行為との２つに求めるということは、これ

はこれで構わないと思うのですが、この表現が少し誤解を生みかねないかなと思う点は、

構造規制と行為規制というのは、ここに括弧で書いてあるのは、その公正性を確保する

ために、構造規制なり行為規制が必ず必要であると言っているわけではなくて、恐らく

公正性が確保されていない場合において構造規制が必要である、あるいは行為規制が必



 -8- 

要であるということなのだと思っていますので、これは括弧の場所が多分違っているの

ではないかと思っています。確保すべきという目的と、確保されていない場合の対策が、

①は混在しているのではないかと思うので、そこだけ誤解がないように表現は直したほ

うがいいのかなと思います。ありがとうございます。 

【山内主査】 事務局、何かコメントはありますか。 

【事務局（榎）】 御指摘ありがとうございます。書いてある趣旨はまさに大橋主査代理の

おっしゃるとおりでございますので、ここの書きぶりは別途、次回以降における事務局

資料等で修正してまいりたいと考えております。 

【山内主査】 ありがとうございます。構造と行為というところで、在り方というのです

か、それを考える順序だと思います。御発言の御希望は、他にいらっしゃいますか。 

 それで、先ほど大谷構成員からの御指摘もありましたけれども、事務局、何かまとめ

てコメント等あればお願いします。 

【事務局（榎）】 事務局でございます。 

 大谷構成員から線路敷設基盤について何らかの規律が必要ではないかという御意見

も賜りましたので、今後、そのような御意見も踏まえながら検討してまいりたいと考え

てございます。 

【山内主査】 ありがとうございました。よろしゅうございますかね。 

 それでは、すみません。先ほど先走ってしまいましたけれども、本日の議題というこ

とで、「ＮＴＴ東西等の業務の在り方」です。資料４－４に基づきまして、事務局から御

説明いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【事務局（榎）】 事務局でございます。資料４－４、ＮＴＴ東西等の業務の在り方でござ

います。 

 おめくりいただきまして、こちらからしばらく論点のページが続いておりまして、公

正競争ＷＧにおける主な意見を記載したほかは、通信政策特別委員会等でお示ししたも

のと変わりませんので、割愛させていただければと存じます。 

 こちらの８ページ目からが、本日の具体的な内容に関する部分でございます。まずＮ

ＴＴの再編成からでございます。1999年のＮＴＴ再編成の際、地域通信と長距離通信の

区分が公正競争の促進を図る上で重要であったということに鑑みまして、ＮＴＴ東西は

長距離通信を担わない会社とされ、県内に閉じる通信、県内通信が本来業務とされたと

ころでございます。さらに、その本来業務が原則として東西に分けられまして、それぞ
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れ東日本地域、西日本地域で行うことが必要とされていたところでございます。そのた

め、特にＮＴＴ東西は、東西間の合併が禁止されるということになってございまして、

県内通信に限定される業務範囲規制によって、県をまたぐことが想定されます移動通信

事業やＩＳＰ事業を営むことが禁止されてございます。このことによって、全国で移動

通信事業を営むＮＴＴドコモ等との合併も禁止されることとなってございます。 

 東西分離のお話が今ございましたので、前回お示ししたこちらの９ページ、ＮＴＴ東

西の分離の趣旨と固定通信の事業者の比較について、改めて参考として載せてございま

す。 

 おめくりいただいて10ページ、ＮＴＴ東西の業務範囲に関する規律でございます。こ

ちらが本日のテーマであるところのＮＴＴ東西の業務範囲の一覧でございます。現在、

ＮＴＴ東西の業務につきましては、御覧いただいております４つに分類されてございま

す。まず１つ目が本来業務、目的業務区域内の地域電気通信業務。２つ目が活用業務。

３つ目が目的達成業務。最後、４つ目が、目的業務区域外の地域電気通信業務。以上、

４つでございます。こういった業務の中で、移動通信事業やⅠＳＰ事業、放送事業等は

認められてございません。さらに、本来業務であるところの地域電気通信業務につきま

しては、前回の会合でもございました自己設置要件が課せられているところでございま

す。 

 11ページ目が、マトリックスでお示ししたものでございます。まず一番下の部分が、

公正競争上重要な影響を及ぼすために類型的に禁止される業務でございまして、こちら

は横軸、電気通信業務と非電気通信業務で区分してございますので、それぞれ、電気通

信業務に当たるものが、移動通信業務、ⅠＳＰ業務等、非電気通信業務が放送事業等と、

これらが公正競争上の重要な影響を及ぼすために類型的に禁止される業務であると整

理してございます。その他の下記以外の業務という部分が本丸でございまして、その中

でも電気通信業務で県内の部分が本来業務とされている部分でございます。それで、県

内の区域外、ＮＴＴ東日本であれば西日本において行う県内通信でございますけれども、

こちらが目的業務区域外の地域電気通信業務となってございます。ただ、実績はないと

ころでございます。 

 その他の薄いオレンジで塗っております部分、電気通信業務の県間通信、そして非電

気通信業務の部分が活用業務となってございます。 

 おめくりいただいて、ここからのページがそれぞれ、本来業務、活用業務、最後、目
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的達成業務の、個別の業務に関する御参考の資料でございます。 

 まず、12ページ目が本来業務に関するものでございます。電話時代の設備の老朽化等

に伴うネットワーク構造の変化で、初回のＷＧでお示ししたものでございますけれども、

マイグレに伴ってネットワーク構造が変化するというものでございます。 

 次をおめくりいただいて、13ページ目から何ページかが活用業務に関するものでござ

います。まず、活用業務につきましては、ＮＴＴ法におきまして、本来業務の円滑な遂

行と電気通信事業の公正な競争の確保の２つに支障のない範囲内において行うことが

できるとされているところでございます。さらに、当該範囲内かどうかに関する考え方

につきましては、「ＮＴＴ東西の活用業務に係る公正競争ガイドライン」の中で示されて

いるところでございます。 

 そのガイドラインの大枠をお示ししているものが、下の図の青い部分でございます。

まず要件１、２は、冒頭ございました２つのものに支障がない範囲内というものでござ

いまして、要件１が本来業務の円滑な遂行に支障のない範囲内でございます。こちらが、

過度の投資による財務圧迫ですとか、設備・職員等の過度な転用といったおそれについ

て見るということになってございます。 

 要件２の公正な競争の確保の支障に関するものでございますけれども、こちらはステ

ップ１、２に分かれてございます。まず、ステップ１といたしまして、「おそれの程度」

の評価をする。さらに、ステップ２では、「おそれの程度」の評価に応じて、公正競争を

確保するために講ずべき措置について評価をすることになってございます。大きな項目

は、御覧いただいているとおりでございます。 

 詳細にお示ししていますのが、14ページでございます。後ほど御覧いただければと思

ってございます。 

 さらに、15ページ、活用業務の実施の流れでございます。こちらが活用業務は事前届

出になってございまして、業務開始の日の30日前までに届け出ることが必要とされてご

ざいます。総務大臣におきましては、上記の届出を受理した場合には、速やかに届出内

容を公表するほか、本来業務・公正競争の確保の２つに支障のない範囲内であるかを確

認して、その結果に関する考え方を公表することとしてございます。さらにＮＴＴ東西

では、活用業務を実際に開始した後、毎年度、その実施状況について総務大臣に報告す

るとともに公表することとなってございます。 

 次のページが具体的な活用業務の例でございます。御覧いただければと思いますが、



 -11- 

ＮＴＴ東西の活用業務として、主に県間の役務の提供ですとか、上位レイヤー系のサー

ビス等が提供されているところでございます。 

 最後が17ページ、目的達成業務でございます。ＮＴＴ東西は、目的達成業務を営もう

とする場合は、こちらも事前届出になってございまして、業務の開始の日の７日前まで

に届け出ることが必要とされてございます。総務大臣におきましては、届出を受理した

場合には速やかに届出内容を公表するというのが現在の目的達成業務でございます。具

体例につきましても、以下の表に掲載してございますので、御覧いただければと思いま

す。 

 雑駁でございますが、事務局からの資料の説明は終わらせていただきます。 

【山内主査】 ありがとうございました。これで、ＮＴＴ東西の業務の分類とか、あるい

は在り方について御説明いただいたわけでございます。 

 次に、ＮＴＴ東西等の通信インフラの在り方についてヒアリングを行って、それから

議論ということにさせていただこうと思います。本日のヒアリングについて、まずは資

料４－５に基づいて事務局から御説明をお願いいたします。 

【事務局（榎）】 事務局でございます。資料４－５、本日のヒアリングについてというこ

とで、１枚おめくりいただいて、本日は、ＮＴＴ東西等の業務の在り方等につきまして、

２者からヒアリングを実施したいと考えてございます。１者目がテレコムサービス協会

で、２者目が日本インターネットプロバイダー協会でございます。それぞれ10分ずつ御

発表いただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

【山内主査】 ということで、ヒアリングは２者ということであります。時間も限られて

いますので、まずはこの２者から続けてプレゼンをしていただきまして、後ほどまとめ

て質疑と意見交換をさせていただこうかと思っています。今ありましたように、プレゼ

ン時間については各者最大10分ということでお願いいたします。 

 それでは、まず一般社団法人テレコムサービス協会より御説明をお願いいたします。 

【テレコムサービス協会】 では、始めさせていただきます。 

 改めまして、テレコムサービス協会、島上でございます。テレコムサービス協会です

が、１ページ目にありますように、旧二種事業者の団体でございます。本日はこのよう

な機会をいただきまして、ありがとうございます。 

 今回は、論点５、６についてヒアリングということですけれども、我々、他の論点に

関しても申し上げたいことがありますので、そちらについても簡単に触れさせていただ
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きます。 

 まず、論点５－２、本来業務の範囲のところです。こちら、ＮＴＴ東西がこれまで禁

止されてきた移動通信事業やＩＳＰ事業に関することです。こちらに関しましては、公

正競争に重大な影響を及ぼす業務ということで、引き続き禁止することが必要であると

考えております。詳細については慎重に検討すべきであるということで、我々の細かい

意見に関しましては、その下に３点、記載させていただいているところでございます。 

 次に、５－４、制度見直しの留意事項といったところになります。こちらは、制度の

見直し、廃止、新設の辺りのお話なのですけれども、こちらは一体に進めるべきであり、

そうでないと、そごが生じる懸念があるということで書かせていただいております。 

 続きまして、論点６－１、ＮＴＴ東西の地域電気通信業務以外の業務の在り方といっ

たところで、こちらにつきましては、地域課題に対するトータルソリューションの提供

といった地域電気通信業務以外の業務についてのお話でありますが、こちらは、より自

由に実施可能とすべきではないと考えております。もしより自由に実施可能とする場合

におきましては、どのような要件を課すか等の慎重な議論が必要ではないかということ

で、細かい主張は下の四角の３点ほど、提示させていただいております。 

 次です。論点６－２、ＮＴＴ持株による事業の実施の在り方で、ＮＴＴ持株が事業を

実施できるようにするということに関しては、より慎重な議論が必要ではないかと。特

に、仮にＮＴＴ東西とドコモ等の協業にかかるようなことがあれば、ジョイントドミナ

ンスを可能とするような話になりますので、公正競争上の懸念が生じるため、認めるべ

きではない。あるいは、研究成果の事業化においても、公正競争上の懸念が生じないと

の検証が行われているわけではありませんので、議論することは時期尚早ではないかと

いったところで、こちらについても、四角の枠の中で３点ほど細かい主張を書かせてい

ただいております。ここまでは、ＮＴＴ東西の業務の在り方についての議論となります。 

 続きまして、論点７－２、ＮＴＴに対する累次の公正競争条件の在り方というところ

で意見させていただきたいと思います。ＮＴＴグループ内の指定事業者各社が、その特

定関係法人と合併し、またはその特定関係法人から事業譲渡を受ける場合については、

言うまでもなく市場競争に影響を及ぼすおそれがあります。ですので、下のほうに書か

せていただいているとおり、ＮＴＴ東西の統合を含め、市場支配的事業者とその特定関

係法人の合併や事業譲渡等の際には、総務省による審査や検証などの事前・事後措置を

講じることは必要不可欠であると考えております。 
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 次のページ、論点８－１、卸電気通信役務に係る規律のところですけれども、こちら

につきましては、特定卸電気通信役務制度が2023年より開始されております。それにつ

いて、接続代替性の有無の検証並びに代替性のない卸役務への卸料金の検証が、2020年

より継続的に実施されております。こちらについては、今後も維持されるべきであると

考えております。 

 続きまして、論点８－２、第二種指定電気通信設備設置事業者に対する禁止行為規制

ですが、こちらにつきましては以前より当協会のＭＶＮＯ委員会で主張させていただい

ているところですが、移動通信においては、有限希少な周波数資源の有効利用の観点か

ら、少数のＭＮＯが設備を保有する構造が引き続き避けられない中、依然としてＭＮＯ

は市場支配力を有する状況にあります。ですので、二種指定事業者のうち、特に交渉力

が極めて高い事業者として、現行のＮＴＴドコモが禁止行為規制対象として指定されて

おりますが、他の３社、ＫＤＤＩ、沖縄セルラー、ソフトバンクに対しても、電気通信

事業法第30条に基づく禁止行為規制を早急に適用することを、我々としては求めるとこ

ろでございます。 

 最後に、論点８－４、５Ｇ（ＳＡ）時代の機能開放ですが、こちらは論点にもＶＭＮ

Ｏ構想の話が出ておりますが、もともとＭＶＮＯがＭＮＯと同等の自由度を持って機能

や設備を利用できる環境や制度を整備することは、モバイル市場の公正な競争環境の実

現上は不可欠であります。現状、５Ｇ（ＳＡ）は、ＭＮＯがまだ現に自社の利用者向け

に提供していないものとして、特定卸電気通信役務には指定されておりませんが、ＭＮ

Ｏによる自社の利用者への提供が進んでいることを踏まえ、５Ｇ（ＳＡ）の特定卸電気

通信役務への指定の要否や、そのタイミング等を検討すべきではないかと考えておりま

す。 

 テレコムサービス協会からの発表は以上でございます。どうもありがとうございまし

た。 

【山内主査】 どうもありがとうございました。それでは次は、一般社団法人日本インタ

ーネットプロバイダー協会にお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【日本インターネットプロバイダー協会】 よろしくお願いします。プロバイダー協会の

立石です。では、よろしくお願いいたします。 

 日本インターネットプロバイダー協会、御存じの方もおられますが、若干御説明させ

ていただきますと、97年に日本の地域プロバイダー協会として設立しまして、2000年に
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旧郵政省最後の社団法人として認可されております。現在、会員数156です。ほぼ百数十

社、120まで行くか、それぐらいがＩＳＰです。その他、クラウド、ホスティング事業者

や、セキュリティー、インフラ系の、いろいろインターネット関連事業の事業者で構成

する団体でございます。 

 先ほどのテレサ協のお話ともかなりかぶるところは多いのですけれども、まず１つ目、

ＮＴＴ東西のＩＳＰ事業は今後も禁止すべきということで、現在もそうなのですけれど

も、東西の業務区分が限られており、ＩＳＰとの役割分担が成立しております。直接、

相互接続をしているＩＳＰで、今、約80社。卸先を含めて一応、518社ぐらい、日本で今、

稼動していると考えられております。 

 それで、仮に業務区分が撤廃された場合に、ＮＴＴ東西自らがＩＳＰを提供可能にな

りますということで、右側に２つ書いてありますことが予想されまして、１つはＩＳＰ

事業者の淘汰ということで、公正な競争への深刻な影響。２つ目は、地域ＩＳＰの、今

も衰退しているんですけど、さらなる衰退で、これが地域社会への深刻な影響を与えな

いかと考えております。 

 １つ目をさらに詳しくいきますと、公正競争への深刻な影響で、まず１つ目、ＮＴＴ

の市場独占による競争事業者の排除と。御存じのように、ＮＴＴは国から移管された資

産と強力なブランド力で圧倒的なシェアを保有しております。ＮＴＴのＩＳＰ参入は公

正競争を破壊し、ＩＳＰ事業者の破壊、淘汰に直結すると考えております。 

 ２つ目、通信品質の悪化です。地域ＩＳＰは、ＮＴＴ網を含めた通信網の品質やサー

ビスの課題改善に取り組んできております。多様なＩＳＰの存在が国民の「通信の秘密」

と民主主義を守ってきたと言っても過言ではないかなと思います。地域ＩＳＰが淘汰さ

れると、品質問題を指摘する者がいなくなり、利用者品質の低下につながる。先ほどの

相互接続した80社もそうなのですけれども、やはり地域のところでどれぐらい悪いかと

いうことをＮＴＴ東西にお話し申し上げるという人たちがいなくなるのではないかと

考えております。現状でも既に各都道府県のＮＴＴの窓口がなくなっていて、困ってい

るユーザーはかなりいらっしゃると見えてきております。 

 ３つ目、事業者選択肢の喪失による利用者負担の増大ということで、淘汰が起きた後

はＮＴＴが料金を値上げしても受け入れざるを得ないと。それから、過剰なサービス品

質、機能の提供であっても、それを利用せざるを得ないとなるのではないかと思います。

先ほど、２つ目のところで「通信の秘密」と民主主義というところは、未成年者の携帯
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フィルタリングとか児童ポルノのブロッキング、海賊版サイト等というところで非常に

慎重にやってきたというところに、たくさんのＩＳＰがいることの、日本の民主主義と

の関係があるかなと思います。 

 ２つ目ですが、地域社会への深刻な影響ということで、先ほどＮＴＴ東西の各県の窓

口がなくなったということもあるのですが、地域ＩＳＰは、住民や地域企業に必要とさ

れる技術やサービスを提供して地域の発展に寄与してきました。こういう比喩で適当だ

とは思ってはいるのですが、自動車販売店は都市部だけでも全然いいのですけれども、

修理工場は全国各地にいなければ動かせないという、必要不可欠な存在という感じで、

地方のＩＳＰ、ケーブルテレビもそうだと思いますけれども、必要だと思います。実際

に何をやってきたかというと、ＮＴＴ東西がされなかった、フレッツ光環境を整備しな

かった地域での光接続サービスを提供したり、不採算を理由に東西が光やＡＤＳＬサー

ビスをしないエリアは今もあるのですけれども、その中に独自提供をしている地域ＩＳ

Ｐはまだまだいます。 

 ２つ目が、そういう会社があるからこそなのですけれども、ネットワーク技術を持つ

地域人材としての役割。ネットワーク、ＩＳＰ事業で培った技術及び24時間365日の運用

体制を生かしたサービス提供とかサポートを行っております。また、そこに住んでいる

人がやっておりますので、地域創生やまちおこしをＩＣＴ技術面からサポートする人材

の育成と雇用維持を行ってきています。それから、自治体保有の光回線や関連施設ネッ

トワークの活用提案とか構築なども、地域ならではでやっている。それから、ＧＩＧＡ

スクール用のネットワークの24時間運用監視等々（トラフィック分析など）を行うこと

で、学校、自分たちの子供とか行っているところもありますので、そういうことを含め

てやっています。それから、災害時、緊急時に現場にいますので、当然、全部が全部い

るわけではないですけれども、各通信サービスの復旧とか、現地で必要な情報発信など

を細かくできるという役割を担っていると思います。 

 あと、今問題になっていますけれども、地域のＤＸ支援ということで、都市部のＤＸ

支援の活用事例は、資金力もありますし、ＤＸの人材面でいいのですけれども、条件不

利地域ではこれが成り立ちません。地域に根差した技術のあるＩＳＰが地域企業と密に

長期的な信頼関係に基づいてＤＸの推進をやるというところが既に出てきております。 

 続きまして、活用業務の件なのですけれども、活用業務の判断は厳格に行われるべき

ではないかと思っております。ＮＴＴ東西の活用業務、それから地域支援に向けたソリ
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ューションについては、本来業務や公正競争の確保に影響を及ぼさないということが大

前提でやっていただきたいと考えております。特に地域ＩＳＰは、通信以外にソフトウ

エア開発・運用代行等、地域顧客ニーズに基づく多様な事業を運営しておりますが、経

営基盤そのものは、マーケットが小さいということもあって非常に脆弱です。収益構造

もあまりよくないということなのですが、その中で東西のトータルソリューション等が

強力なブランド力で展開されると、地域の市場を席巻し、一度淘汰が起こると地域の人

材が流出しますので、地域でのメンテナンスができない。その後、各種サービスコスト

の上昇などは、地域経済の空洞化など、悪影響は出るのではないかと思います。それか

ら、活用業務が届出制になったことで大半の取組が可能となっており、活用業務をもう

一度、認可制に戻すなど、細心の注意を払った検証が行われるべきだと思います。 

 それから、東西の合併なのですけれども、これは公正競争の阻害につながるのではな

いかと。市場支配力を有するＮＴＴ東西が統合されることで、ブランド力を生かした営

業活動、規模の経済によるコスト優位性の下で、競争事業者に深刻な影響が生じる可能

性が極めて高く、公正競争上の大きな懸念があります。 

 地域ＩＳＰにおける現場の課題・要望などの声は、ＮＴＴ東西の東京・大阪本社に、

我々が知る限りは届いていないと思われます。これは、東西と当協会の協議の場でも確

認されていて、要望事項をいろいろ挙げるのですけれども、なかなか改善されなくて、

特にＦＴＴＨの工事遅延というのが２、３年前に起きたのですけれども、ひどいところ

では１年近く待たされるユーザーが地方にいて、地方におけるサービス低下は著しいと

我々は見ております。 

 ３つ目、ＮＴＴ東西が合併すれば、ＩＳＰの公正競争が維持できなくなり、国民の利

便性・利益が損なわれることから、ＮＴＴ東西の合併は禁止されるべきだと考えます。 

 先ほどの活用業務の件もそうなのですけれども、東西とドコモの合併で危惧されるこ

とということで、ＮＴＴ東西にＩＳＰ禁止を課しても、ＩＳＰを提供しているドコモと

合併すると、ＮＴＴ東西を含む合併企業がＩＳＰ事業を行うことが現在でも可能になっ

てしまうということで、これはかなり公正競争に大きな影響を及ぼすのではないかと。

現在、光卸市場のシェアはグループで51％をもう超えていますので、実際にもう起きて

いるということが、さらに悪くなるのではないかなという形であります。 

 その上で４つ目ですけれども、公正競争に影響を及ぼすＮＴＴグループの統廃合を禁

止すべきだと。第10回の通信政策特別委員会の事務局資料に、「ＮＴＴ東西には、これま
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で禁止されてきた移動通信事業やＩＳＰなど、公正競争に重大な影響を及ぼす業務は引

き続き禁止することが必要ではないか」。13回目、ＮＴＴ自体も、「電気通信事業法で東

西の移動体通信事業・ＩＳＰ事業への進出禁止や東西とドコモの統合禁止を規定してい

ただいても構わない」と言われております。そういうふうに議論されていますが、現時

点で電気通信事業法への規定が担保される保証がないこと。過去のＮＴＴグループの合

併など規定の実効性が不透明であること。３つ目、ＮＴＴ法廃止によりＮＴＴグループ

内での事業移管・合併で事業主体を変更させ、無効化、あるいは想定しない新たなリス

クが生じるなど、事業法で代替するということへの懸念が大きく、構造による規律（Ｎ

ＴＴ法の維持）が不可欠ではないかと考えております。 

 それから、これも今起きている問題なのですけれども、光サービス卸の規律を強化す

べきと。これは、東西はＦＴＴＨの契約、光サービス卸において71％のシェアを持って

いらっしゃいます。光サービス卸は、公正競争の観点から、さらなる規律強化の必要が

あると考えておりまして、ＦＴＴＨ市場でもやっぱり圧倒的な割合を占めておられます

ので、その規律は接続制度よりも緩く、また料金の適正性の検証はＮＴＴ東西の自己評

価がベースになっています。よって、現在も卸料金は高止まっている状況で、また卸関

連情報の目的外利用など、透明性の確保、それから公正競争の維持の観点からも重大な

懸念が現在あります。光サービス卸は接続と同等レベルで規制あるいは検証するべきだ

と考えて、別途、検討会でもお話し申し上げている状況です。光サービス卸のキャリア

ズレート化を含む接続メニュー化が近々にできるように検討されるべきではないかと

考えております。 

 まとめです。ＮＴＴ東西のＩＳＰ事業は今後も禁止すべき。公正競争への深刻な影響、

地域社会への深刻な影響、両方考えられると思います。２つ目、活用業務の判断は厳格

に行うべき。３つ目、ＮＴＴ東西の合併は公正競争の阻害につながります。４つ目、公

正競争に影響を及ぼすＮＴＴグループの統廃合を明示的に禁止すべき。５つ目、光サー

ビス卸の規律を強化すべきと置いています。 

 早口ですみません。以上になります。ありがとうございました。 

【山内主査】 どうもありがとうございました。それでは、意見交換に移りたいと思いま

す。本日御出席の構成員の皆様からの御質問あるいは御意見をまずいただきまして、あ

る程度の質問をいただいた上で、本日プレゼンをいただいた皆様から御回答いただくと

いう形で進めたいと思います。 
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 それでは、林構成員が御発言を御希望ということですかね。林構成員、どうぞ。 

【林構成員】 林でございます。御説明ありがとうございました。コメントと質問がそれ

ぞれございます。 

 コメントは資料４－４についてですけれども、先ほど活用業務について、私は前回の

このＷＧで、本来業務に支障のない限りは活用業務というのはＮＴＴ東西に自由にやっ

てもらってよいのではないか、むしろ、そのほうが非通信領域における地域の課題解決

等に資する部分が大きいのではないかということを申しました。これについて西村構成

員から、では公正競争要件についてどう考えるのかという御質問をいただきました。こ

れに対して私は、事前規制ではなくて事後チェック型に転換して、市場検証会議等で都

度都度に競争評価をしてモニタリングしてはどうかと申しました。 

 この点、先ほどの事務局の御説明と密接に関連しますので、何点か補足させていただ

きたいと思うのですけれども、３点ございまして、１点目は、何が本来業務なのかとい

う点について定義を明確にすべきではないかと思っています。本来業務というのは、ざ

っくり言うと通信業務ですけれども、先ほどの資料４－４の16ページにありますように、

一昔前は県間業務関連ということで、ある意味、分かりやすかったのですけれども、現

在ではこのページの囲みにありますように、上位レイヤー系のサービスが多いので、通

信業務、本来業務といっても、隣接分野との境目というのは、かなり曖昧になってきて

いるような気がしております。ですので、本来業務の定義・外縁について、より明確化

する必要があるのではないかというのが１点目でございます。 

 ２点目は、検証会議等で競争評価するということを申しましたけれども、その場合に

は、先ほどの１点目とも関係するのですけれども、通信市場に閉じた分析をするのでは

なくて、まさに非通信領域にいろいろ出てきているわけですから、非通信市場において

も個別に市場画定した上で検証すべきだと思います。この点、検証会議というのは知見

の蓄積がございます。 

 ３点目は、その検証会議という会議体は、別に法令上の設置根拠があるわけではない、

言わばバーチャルな組織です。活用業務の競争を評価するに当たっては、評価の主体が

検証会議になるのかどうか分かりませんけれども、その受皿となる評価の主体について、

何がしか法令上の根拠を与えておくべきではないかなと思っています。でないと、継続

的な競争評価といっても、いささか心もとないと思っています。 

 以上がコメントで、質問は、ＪＡＩＰＡのプレゼンなのですけれども、４ページで、
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地域ＩＳＰの淘汰が利用者品質の低下につながるという話があるのですけれども、地域

ＩＳＰの淘汰が直ちに利用者品質の低下に直結するのか、そもそもエビデンスがあるの

かというのが気になりました。また、７ページでＦＴＴＨの工事遅延の話があって、１

年近く待たされるという点ですけれども、確かにそういうケースもあったかも分かりま

せんけれども、あまり一般化するのもどうかなと思います。この点に限らず、御主張は

分かったのですけれども、その裏づけとなるエビデンスを示していただかないことには、

おいそれと乗れないなと思いました。 

 以上です。 

【山内主査】 先ほど申しましたように、いくつかまとめて議論したいと思います。それ

では、高橋構成員、どうぞ。 

【高橋構成員】 高橋でございます。ＪＡＩＰＡとテレサ協の両方に見解を伺いたいので

すけれども、例えば資料で言うと、テレサ協の４－６の３ページで活用業務の話があっ

て、今の林構成員のお話とも少し関連するところではあるのですけれども、現時点で地

域課題の解決というのは、地域の業者、事業者が当たっているということで、そこには

ある程度、参入障壁というのができているのではないかなと思うのですけれども、これ

にＮＴＴが活用業務として入ってくるといったときに、どういう状況になるのか。そん

なに簡単にＮＴＴが席巻するような、ＪＡＩＰＡも、ブランド力で何とかというのもあ

ったと思うのですけれども、簡単にできるのかなというのが非常に疑問で、例えば自治

体などの管理委託業務などの業者選定など、私も横浜市に関わったりもしますけど、今、

そういう入札とか事業者選定のときというのは、単にコストだけではなくなってきてい

て、費用要件だとか、あるいは、地域の経済にどういうインパクトを与えるかというと

ころも要素として重視されるという流れにもなっているので、ＪＡＩＰＡの資料などを

見ると、割と地域での事業者さんが地域の事情に合わせてきめ細やかに対応していると

いう印象を受けたのですけれども、そういう状況でＮＴＴの活用業務が自由化されたと

きに、そんなに簡単にＮＴＴにひっくり返されてしまうものなのかなというのはちょっ

と疑問に思ったので質問いたしました。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。次は相田構成員ですので、相田構成員で一度切っ

て、２者から御回答いただくことにしたいと思います。相田構成員、どうぞ。 

【相田構成員】 私は今回のいろいろな資料で大変勉強になったというか、もうＮＴＴ東
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西は実質、県間業務をやっているのだから、本来業務と活用業務の境目をもっと低くし

てもいいのではないかと思ってはいたのですけれども、事務局資料で、本来業務という

のはＮＴＴがやらなくてはいけない業務であるということを読んで、ああ、そうだった

のかということを感じました。例えば電話を見ても、ＮＴＴ東西がぜひともやらなくて

はいけないのは、各県とＰＯＩをつなぐ業務であって、隣の県とつなぐものというのを

ＮＴＴにやらせなくてはいけないのかということについては、やっぱり議論をする余地

があるかなというので、結論をどうしたらいいのかということについて、まだ強い意見

はないのですけれども、やっぱり私も制度を少し勘違いしていたようなところがあって、

改めてよく検討したほうがいいなと思ったということだけ述べさせていただきます。 

 中身のない話ですみません。以上です。 

【山内主査】 ありがとうございました。それでは、まずテレサ協とＪＡＩＰＡから、先

ほどのコメント、御質問についてお願いいたします。テレサ協さんからですかね。お願

いいたします。 

【テレコムサービス協会】 テレコムサービス協会、島上でございます。先ほどは、活用

業務でＮＴＴ東西が入ってきてもそう簡単には席巻できないのではないかというお話

だったかと思いますが、それでよろしいでしょうか。 

【山内主査】 それについて、ではお願いいたします。 

【テレコムサービス協会】 もちろん、我々の加盟している企業は全国津々浦々あるわけ

ですけど、ＮＴＴ東西、あるいは今回、ドコモも一緒になっていますけど、ＮＴＴのブ

ランドというのは非常に強いものがありますし、基礎自治体にもわたって、当然、電話・

通信の取引というのは持っておりますので、そういった中でＮＴＴグループが、特に東

西がいろんなことができるようになるというのは、当然、我々にとっては非常に大きな

脅威だと捉えております。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。それではＪＡＩＰＡ、お願いいたします。 

【日本インターネットプロバイダー協会】 プロバイダー協会、立石でございます。あり

がとうございます。 

 地域のＩＳＰがなくなったら直接影響するかというのが、まず林構成員の御質問だと

思うのですけれども、価格とか、そういうものに関してはすぐではないと思うのですけ

れども、たちまち例えば宅内のルーターがおかしいとか、そういうことは今、ＮＴＴは、



 -21- 

よほどのことがなければそれぞれのお宅に行くことがないんです。行ってみて、この間

は全然、品質測定か何かのときのお話を差し上げたのですけれども、地域ＩＳＰは大体

行きますので、何回も何回も電話がかかって、同じような状況が続くと行きますので、

行って実際、何が悪いかということを確認するということをやっております。それに限

らず、例えば全然関係ないＷｉ－Ｆｉの面倒を見るとか、そういうことも含めてやって

いますので、いなくなったら恐らく直接影響はあるかなと思います。 

 それと、民主主義のところでお話ししたんですけど、やはり先ほども書いたように518、

多分、入っていないのもあると思いますし、ケーブルも入れれば多分1,000社近く、まだ

日本にはＩＳＰがありますので、号令一つで動くということがございません。フィルタ

リングのときは携帯３社ですから、要請した瞬間に、はい、やりますとなってしまった

のですけれども、海賊版サイトのときなどについては、そもそもＮＴＴ以外はみんなや

らないと言っていたわけです。あのとき、やるという表明をされたのはＮＴＴだけです。

なので、これを淘汰したときに、これはすぐではないかもしれませんけれども、そうい

う影響というのは少なからず出てくるのかなと思います。 

 それから、工事遅延の件ですけれども、これはエビデンスを我々の協会の中で取って

いますので、また、それを出そうと思いますし、まだちょっと残っているかどうか分か

らないですけれども、旧ツイッターに工事遅延の被害者の会というのもあって、相当数

ありました。はっきり覚えていないんですけど、21年の春に、実際、ＩＲＵ地域のとこ

ろも、21市町村だったかな、いきなり工事遅延で３か月か４か月できないと。それも、

３月からできないなどという話で、一番困る時期にそういうことが起きたので、当然、

ＮＴＴは「できません」の一言だったみたいですが、それを我々地域ＩＳＰが集まって、

これはちょっと、やっぱり引っ越しの時期に、いきなり４月、５月、６月、使えないな

どというのはあり得ないわけですから、それも何とか乗り切ったりということで、お金

にならなかったり目に見えないことではあるのですけれども、そもそも受付もしてくれ

なかったり、いまだにそういうことはまだあるのですけれども、東西のデータベースを

合体したときに、やはりこれは何十万件、10万件ぐらいが落ちたりということがありま

すので、それは改めてどこかでお話ししようと思います。 

 以上です。ありがとうございます。 

【山内主査】 失礼いたしました。今、御発言いただいた方、追加的な発言など、よろし

いですか。 
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【林構成員】 すみません。林です。先ほどのＪＡＩＰＡのお話を受けて、ＮＴＴ東西の

方で何か応答があればお聞きしたいのですけれども。 

【山内主査】 私もそうしようかなと思ってました。ＮＴＴ、何かございますか。 

【ＮＴＴ】 すみません。ＮＴＴ東日本の井上です。 

 個別の事案で工事遅延が起きたりというところはケースとしてはあり得るわけです

けれども、恒常的に起きているみたいなところは、少し誤解を生む御発言ではないかな

と思います。 

 コメントが簡単で申し訳ございません。 

【山内主査】 ありがとうございます。林構成員、よろしいですか。 

【林構成員】 分かりました。またＪＡＩＰＡからデータもお示しいただけるということ

で、それも踏まえてまたお伺いします。 

【山内主査】 そうですね。エビデンスの問題ですね。 

  ありがとうございます。それでは大橋構成員、どうぞ御発言ください。 

【大橋主査代理】 ありがとうございます。 

 まずコメントからなのですが、先ほど林構成員が言ったことと、ほぼ私も同じことを

考えていたのですけれど、公正競争を考えるときの、まず原点というか、基本的なライ

ンというのは、事前に競争を規制するのではなくて、事後的に取り締まるという考え方

ではないかと思っています。そういう意味でいうと、遅滞なく検証しながら、もし問題

があればそれについて対応するという姿勢が、多分、一番重要な考え方なのかなと思っ

ていますし、公正競争というのは、競争させないと言っているわけでは恐らくなくて、

競争に不当性があるかという話を恐らくしているはずで、その不当性の評価というのが

ないと、全ての事業者を残すべきだという話になったときに、本来、通信政策で考えな

くてはいけない地域住民だったりユーザーのベネフィットというものが置き去りにさ

れることがあってはいけないなと思っています。地域なりの、ユーザーに価値を提供す

る別の方法は何かというところが、最も重要な視点なのかなと思っています。 

 その上でなのですけれども、これもＪＡＩＰＡのお話は大変有益なお話だったとは思

うのですが、おっしゃられていることは、地域ＩＳＰにしかできないことがあるという

ことであって、ＮＴＴにできないということであれば、これはまさに地域ＩＳＰの存在

価値がそこにあるわけで、ある意味、これをもってＮＴＴに関して規制すべきだという

話と直接つながらないのかなと思うのが１点と、あともう一点、仮にその資本力を使っ
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て、ある種の不当性を持ってＩＳＰが駆逐された場合に、その後、ＩＳＰが存在しなく

なったものだから、ＮＴＴも提供しない。よって地域住民がデメリットを受けるのだと

いうことを懸念されるのであれば、恐らく、失われてしまう必要なサービスというもの

を規定して、こういうサービスというのは必ず提供されるべきという感じのことをする

しかないのかなという感じもしました。これは、特段強くコメントを求める、御回答を

求めるわけではないですけれど、一応、コメントとして述べさせていただきます。あり

がとうございます。 

【山内主査】 ありがとうございます。大変失礼しました。矢入構成員、チャットばかり

見ていましたので、ここで発言いただきます。どうぞ、矢入構成員、御発言ください。 

【矢入構成員】 申し訳ありません。テレサ協、ＪＡＩＰＡともに、今日、すごく資料に

力強いメッセージがあったと思いますが、他の方の御意見でもあったように、エビデン

スを入れていくと、すごく、より説得力が増していいのかなと思います。その中でもＪ

ＡＩＰＡの８ページ目の資料は、すごく面白く拝見したのですけれども、現在でも光卸

市場でシェア51％を持っていらっしゃるというのがＮＴＴのグループ企業ということ

で、他にも多分、同じような事例というのがいろいろ多々あると思うのですが、そちら

も何かエビデンスとして示されるといいなと思いましたというのが１つ。 

 それと、この資料を眺めておりますと、根本的な疑問として、これは独禁法はどうい

う扱いになるのかというのは、すごく、どなたも疑問になってくるのではないかと思う

のですが、その辺、独禁法でなぜ規制ができないのか。それで、今後例えばＮＴＴ東西

と、他の会社というのが、合併していなくても結構微妙なところなのかなと思わされる

数字だったのですけれども、合併した場合には、独禁法というのは適用できないのか。

その辺をお聞かせいただけるとありがたいです。よろしくお願いします。 

【山内主査】 ありがとうございます。次に、大谷構成員もＪＡＩＰＡに御質問なので、

大谷構成員、どうぞ御発言ください。 

【大谷構成員】 大谷でございます。ありがとうございます。パソコンの調子が悪くて、

重複する質問になっておりましたら申し訳ございません。 

 11ページのところなのですけれども、ＪＡＩＰＡから、光サービス卸についての規律

の強化を求めるコメントをいただいております。卸料金の高止まりというのは、例えば

音声などで見られた現象だったと思っているのですが、音声以外のところでも、高止ま

り、それも不当な高止まりと言えるような事態が起こっているのかどうかについて、ま
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ずお聞きしたいのと、それから今、ＮＴＴのサービスというのは、卸で提供されている

サービスと、また接続で提供されているサービスと、やはり卸については若干、利益相

反の可能性というのを含んでいるところがあると思うのですが、卸が接続並みの規律強

化が行われた場合には、逆にもう少し、ＮＴＴのサービスを自由に、今の業務範囲規制

を制限して、例えばＩＳＰサービスなども提供できるという余地があるのかどうか。そ

れについてのコメントをいただければと思います。 

 私からは以上でございます。 

【山内主査】 ありがとうございます。それでは、まずはＪＡＩＰＡからコメントをいた

だいて、それから矢入構成員の２つ目については事務局か、あるいは独禁法の専門家が

答えるのがよろしいでしょうか。その辺、誰かいらっしゃったらお答えいただこうと思

います。ではＪＡＩＰＡ、お願いいたします。 

【日本インターネットプロバイダー協会】 立石でございます。 

 どれから言っていいのか分からないのですが、先ほど大橋主査代理がおっしゃってい

た、失われるサービスを規定というところについては、我々も普段、地域ＩＳＰで集ま

ったときに、こういうこと、ああいうことと話をしているのですが、なかなか規定とい

うか、列挙したことはないので、それは今度やってみようと思います。 

 不当性の評価ということについては、最後の大谷構成員との話とも絡んでくるのです

けれども、情報の非対称性があまりにもひどくて、不当なのかどうか判断できないんで

す。というか、不当かどうかというか、それ以前の問題として、それが高いのか、安い

のかが判断できないと。それで、卸を接続化という話は、接続料というのはもともと、

釈迦に説法だと思いますけれども、ほぼ同じサービスを受けている人たちが同じような

設備を使って対価を払うということが接続の定義だと思うのですが、そうすると、卸と

いうのは、ほぼほぼ皆さんが同じように、同じ仕組みでもってやっている。これ自体も

ＮＴＴはたしかそういうふうにおっしゃっていたと思いますので、そうすると、なぜ接

続化して明確化しないのかと。不当かどうかが分からないというのは、金額の問題もそ

うなのですけれども、ほぼほぼ秘密保持契約でもって情報が出てこないということで、

それだけで、例えばプロバイダー協会としても横で話ができないということも、卸だと

多々あります。それも、だんだん協議の場で、少しずつほぐれつつはあるのですが、で

も５年かけても本当に遅々とした歩みで全然進まないうちに、卸料金が下がったり上が

ったりすると。それで、その上がったり下がったりの理由がはっきりしないということ
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で、なかなか先に進まないので、ここはもう一度、強い規律化が必要ではないかという

話をしております。 

 それと、これは直接、答えとは関係ないかもしれませんが、地方でサービスが失われ

ると、もう二度と戻ってこないんです。もう、今もいいかげん年寄りばかりでやってい

るのですが、これで多分なくなると、やっぱり必要だったよねと言ったときに復活でき

ないという状況まで日本は来ていますので、特に田舎はそうなので、そこをどうやって

するかということを我々自身も考えなくてはいけないですし、そういうふうに考えてお

ります。 

 あと、すみません。51％の件、他にはちょっと今のところは見当たりません。 

 独禁法等の問題に関しては、私は専門外なので不明でございます。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。ＪＡＩＰＡへの質問はよろしいですかね。 

 さっきの独禁法との関係については、どなたか御発言ございますか。 

 特にいらっしゃらない。事務局は何かコメントはありますか。 

【事務局（榎）】 申し訳ありません。事務局でも、ちょっと今今で独禁法の適用とか解釈

がお答えしかねます。 

【山内主査】 そうですよね。 

【事務局（榎）】 今、ちょうど林構成員からチャットで頂戴しました。申し訳ありません。

お願いできますか。 

【山内主査】 林構成員にしゃべってもらうのを期待していたので、林構成員、どうぞ。 

【林構成員】 すみません。私がするのも僣越の極みではあるのですが、後で、間違って

いたら、西村構成員、大橋主査代理に御訂正いただくことにして。 

 独禁法との関係ですけど、まず一般論として独禁法と、事業法ですね、ここで言う電

気通信事業法との関係は、明示的に独禁法の適用除外とされていない限りは、事業法に

よって独禁法の適用が妨げられるものではないという、そういう意味で重畳的に適用さ

れるということだと思います。別に、独禁法が一般法で事業法が特別法だということで

はないので、独禁法に違反する事実があれば独禁法は適用されるし、過去、ＮＴＴ東日

本が行った、いわゆるマージンスクイーズとされる行為について、これは最高裁まで争

われたのですけれども、独禁法違反行為というのが認定されています。 

 合併についても、ドコモとの合併などいろいろあります。今日議論になっていました
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けれども、既にもう子会社になっているようなグループ会社間同士の合併というのは、

原則としてですけれども、基本的には結合関係に変動を伴わない限りは、これは独禁法

で別途、企業結合審査で競争上の問題を指摘するということはないと思います。ただ、

これはあくまで原則論ですので、法律上は具体の結合行為と競争の実質的制限との間に

因果関係があれば、それで独禁法違反ということになり得るので、あくまでガイドライ

ン上は結合関係をファクターにして判断しているので、これも公正取引委員会が判断さ

れるということだと思います。 

 すみません。補足があればお願いいたします。 

【山内主査】 どなたかありますか。よろしいですかね。またいろいろと何かあれば、調

べていただくという必要があるかと思うんですけど。 

 昔は、独禁法で、自然独占については適用除外でした。そういう条文があったけれど

も、もう随分昔になくなってしまいましたね。その意味では、今の林構成員のお話にな

るのかなと思います。ありがとうございました。 

 そのほかに御発言の御希望はいらっしゃいますか。特によろしゅうございますか。 

 もしよろしければ、この議論は以上ということになりますが、追加的な御質問、御意

見等あれば、別途、事務局宛にメールでお知らせいただければと思います。 

 それでは議事を進めますが、次に、ＮＴＴ東西等の業務の在り方に関する検討の視点

ということで、これは資料４－８が用意されておりますので、これを事務局から御説明

いただこうと思います。よろしくお願いいたします。 

【事務局（榎）】 事務局でございます。資料４－８、ＮＴＴ東西等の業務の在り方に関す

る検討課題でございます。 

 おめくりいただいて１ページ目です。こちらが、今回は２つ、柱を立ててございます。

まず１つ目がＮＴＴ東西の本来業務の在り方、２つ目がＮＴＴ東西の地域電気通信業務

以外の業務の在り方、本来業務以外の業務の在り方ということでございます。 

 戻りまして、まず１ページ目、ＮＴＴ東西の本来業務の在り方について、検討課題１

といたしまして、県域業務規制を仮に見直す場合に、本来業務をどのような範囲にすべ

きかというものでございます。ＩＰ化の進展を踏まえまして、ＮＴＴ東西について県内

通信の制約を仮に撤廃する場合、本来業務がもともと県内通信とされていた部分をどの

ような範囲にすべきかというものでございます。 

 ①といたしまして、県内通信の制約を撤廃する場合には、本来業務について単純に県
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内・県間の区別をなくすということであれば、東日本地域と西日本地域、それぞれにお

ける電気通信業務となりますが、どのように考えるかというものでございます。これに

ついて、特にＮＴＴ東西の分離との関係はどうかというところを１ポツ目で挙げてござ

います。 

 さらに②のところでございますが、県内・県間の区別を撤廃した場合には、県内に閉

じていたというところから除かれていた移動通信・ＩＳＰが、県間が含まれることによ

って自動的に入ってまいりますので、その移動通信事業ですとかＩＳＰ事業といった、

公正競争に重大な影響を及ぼすと考えられる業務については引き続き禁止することが

考えられますが、禁止される業務の範囲についてどのように考えるかというのが２つ目

でございます。 

 本来業務以外の部分が３ページ目、ＮＴＴ東西の地域電気通信業務以外の業務の在り

方で、検討課題２といたしましては、それらについてどう考えるかというものでござい

ます。 

 活用業務の在り方についてが、まず１ポツ目でございまして、①、②、業務範囲と担

保方法については現行制度の御説明でございます。先ほどの事務局説明でも申し上げま

したとおり、業務範囲については本来業務のための設備等を活用する業務で、実施範囲

は本来業務と公正競争の２つのものに支障が生じない範囲に限定されているところで

ございます。また、そういったことから、個別の業務ごとの事前届出制とされていると

ころでございます。 

 こちらについて、ＮＴＴの役割ですとかＮＴＴの本来業務を含めた全体的な業務の在

り方にも関する部分かなと考えてございまして、ＮＴＴの御意見といたしまして、ＮＴ

Ｔ東西が日本の情報通信インフラを支えていく会社として安定的にその責任を果たし

ていくことが重要であると、御意見を表明されているところでございます。その上で、

ＮＴＴ東西の業務の収支状況について、固定電話の赤字が拡大していて、光サービスの

純増も鈍化してきている状況であると。そういった中で、新たな成長を実現して、将来

のネットワークの高度化に向けた投資余力を一定程度確保することが必要であるとい

うことから、業務範囲規制の見直し等によって事業の自由度を確保したいということを

表明されているところでございます。こういった、活用業務だけの議論にとどまらず、

ＮＴＴの役割から活用業務を考えるという観点もあろうかと考えてございます。 

 他方で競争事業者からは、本日テレサ協、ＪＡＩＰＡからもございましたが、より活
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用業務を自由に行った場合には、本来業務あるいは公正競争に支障が生じるおそれがあ

ることから、引き続き現在の範囲に限定されるべきではないかといった御意見が挙げら

れているところでございます。検討課題２の１ポツ目は、こういった活用業務の在り方

について御意見を頂戴できればと考えてございます。 

 また、２ポツ目といたしまして、目的達成業務、さらに実績がないところの業務区域

以外の地域電気通信業務といったものの在り方についてどのように考えるかという問

いを、２つ目として挙げさせていただいているところでございます。 

 なお、本日のこちらの検討課題についても、検討課題１、検討課題２、それぞれ御意

見を頂戴できればと考えてございます。 

 以上でございます。 

【山内主査】 ありがとうございました。事務局で問題を整理していただいて、検討課題

１、２という形でまとめていただきました。極めて重要な論点であります。これについ

て何か御意見、御質問があれば御発言願いたいと思いますが、これは、まず１ページ目

の本来業務の範囲について御議論ということで、分けて議論したほうがよろしいですね。

では、１ページ目の本来業務の範囲について、何か御意見があれば御発言願えますか。

いかがでございましょう。 

 中央大学の西村構成員、どうぞ。 

【西村（暢）構成員】 中央大学の西村でございます。御説明ありがとうございました。 

 私からは１点、事務局に確認させていただければと思います。今、投映していただい

ておりますところで、いわゆる移動体通信事業、それからＩＳＰ事業が禁止されている

論拠あるいは根拠についてでございますが、これは県内通信限定の業務範囲規制がかか

っているからという根拠でございましょうか。または、②に書いておりますように、公

正競争に重大な影響を及ぼす業務だからということでございましょうか。あるいは両方

なのか。そういった、この２つの事業、あるいは今後それが増えていくかどうかは別に

して、今の考え方というのをお教えいただければと思っております。 

 以上でございます。 

【山内主査】 事務局、いかがでしょうか。 

【事務局（榎）】 事務局でございます。まず、本来業務について含まれないというのが、

現在、県内通信で制約されている、県間部分が含まれないということで、本来業務から

は除かれるものと理解してございます。さらに、活用業務については、公正競争上の重



 -29- 

大な影響という観点から認められないものと整理されていると理解してございます。 

【山内主査】 西村構成員、ということでよろしいでしょうか。 

【西村（暢）構成員】 ありがとうございました。そういたしますと、やはり先ほどの話

に戻ってまいりまして、コメントになりますが、林構成員もおっしゃっておられたとお

り、本来業務をいかに定義するかというのが非常に大事でございますし、活用業務で、

いわゆる公正競争の要件というものを見てきたということでございますけれども、仮に

そういったものを取り払って自己検証型に持っていくというのであれば、やはり別途、

きちんとした担保というのが求められると、この場でも確認することができるのかなと

思った次第でございます。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。他の皆様で、この点について何かありますか。本

来業務の在り方であります。 

 おっしゃるように、本来業務がどのような範囲かというのが全ての基本になるといい

ますか、そういうことなので、これについて十分に議論してということになろうかと思

いますが、他にいかがですかね。 

 それでは、よろしければ２つ目の地域電気通信業務以外の業務の範囲、担保方法につ

いて、御議論がありましたらお願いしたいと思いますが、どなたかいらっしゃいますか。

３ページ目のところには、ＮＴＴ自身と競争事業者、両方、対照的に議論が展開された

ことを書いてございますが、いかがでしょうかね。 

 どなたもいらっしゃいませんか。事務局から追加的な説明とか、こんなところを論じ

たい、言っていただきたいとか、そのようなことがもしあればお願いしたいと思うんで

すけど、特にありますか。 

【事務局（榎）】 事務局でございます。検討課題２に移ったところではありますけれども、

検討課題１でも、前回の会合においてもＮＴＴ東西の分離を取り扱っていたところでご

ざいますけれども、こちらに関して御意見をもし頂戴できれば、前回もあまり御意見が

なかったところでございますので、もし頂戴できればなと考えてございます。 

 また、検討課題２につきましては、議論もございましたけれども、活用業務、今、事

前届出になっているところに関して、どのように必要性にも応じて見直していくかとい

うところで、事前届出から事後の検証に主軸を移していくという観点ですとか、あるい

は現行のまま見ていくですとか、そういったことについて御議論をいただければなと考
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えてございます。 

 また、少し先ほどの事務局の中でも申し上げましたけれども、ＮＴＴの御意見と競争

事業者の御意見といったところで、冒頭の前回会合の振り返りのところのＮＴＴの役割、

線路敷設基盤を保有してネットワーク設備を高度化していって、さらに多様なサービス

を提供するということの役割についてどのように考えるかというところで、資料の前の

方でもお示ししたところでございますけれども、そういった役割を果たしていく上で、

やはりある程度の、初回の会合でしたか、大橋主査代理からも、そういったインフラを

維持するためにはかなりのコストがかかる。そういったコストについて、株式会社とし

て経営される中でしっかりと維持できるようにしていくことがサステナブルな経営の

ために必要だという御発言を頂戴していたかと思ってございます。そこに関して、こう

いった形でＮＴＴの御意見の２ポツ目のところで、本来業務については、固定電話は赤

字が拡大して、光サービスの伸びも鈍化しているというような中で、やはり投資余力を

確保していく、しっかりと今後もインフラを持っていくというためには、活用業務で収

益を上げていくという観点も必要なのかなと考えてございまして、そういったＮＴＴの

御意見も踏まえながら、さらにＮＴＴの役割をどう考えるかという、冒頭の検討課題の

中の御意見も踏まえて、少しその辺りの御意見を頂戴できればなと考えてございます。 

 すみません。長くなりましたが、そのような形でいかがでしょうか。 

【山内主査】 ありがとうございます。大谷構成員、どうぞ。 

【大谷構成員】 県間通信については、ＰＳＴＮからマイグレが行われたことによって、

そういう技術革新に伴って、ＩＰ電話については特別なことではなくなったということ

の現状を受け止めたルールにする必要があると考えております。ただ、県間通信であれ

ば何でもよいということではなく、やはりモバイルなどについては競争上の影響があま

りにも大きいだろうということと、モバイルを行うに当たっての重要な資産というのを

独占している状態にあるというところからいっても、ＮＴＴ東西自身がそれを行うとい

うのは不適切だということになろうかと思います。 

 先ほどから御説明いただいていたＩＳＰ事業のところなのですけれども、やはり卸元

でもある立場と利益相反する可能性が高いサービスというのは、一定の制約の下でない

と、競争への影響が懸念されるところですので、どういった制約にするのが適切かどう

かというのは今後議論するとしても、そのままＩＳＰ事業を認めるという緩和はできな

いのだろうなと理解しているところです。 
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 先ほどもちょっと御質問した際に、接続ルールと同等のルールにして、そこの規律を

担保したということになっても、ＩＳＰ事業者としては、ＮＴＴの巨大さゆえの不安と

いうのが大きいということなので、それを少しエビデンスベースで組み立てれば、どう

いう制約が適切なのかというのは見えてくるのではないかなと思っているところです。 

 あと、活用業務のところが、今ちょうど開いていただいているのですが、本来業務に

支障がないということと、公正競争への支障がないという、この２本柱というのは堅持

する必要があるというか、これを緩和する意味は特にないのではないかなと思っており

ます。ただ、担保措置として事前届出制を講じていて、その事前届出制もかなり厳格に

運用されているという実態がありますが、それが、ＮＴＴ側のスピードを持ったサービ

ス提供、活用業務の立案・実行に支障があるということなのであれば、そのスピードア

ップを図るということも一案ではないかなと思っております。あるいは、事前届出制に

よって今まで許容されてきた範囲というものの一定の類型化が可能であれば、こういっ

た事業については本来業務には支障はないし、公正競争に与える影響も特に懸念する必

要はないといった類型ができるのであれば、そこの部分については活用業務として、Ｎ

ＴＴ自身の体力をつけるという意味で認めるということはあるかと思いますが、業務範

囲の考え方についての基本的なこの２つの項目というのは、変える必要はないのではな

いかと思って見ております。 

 ひとまず、以上でございます。 

【山内主査】 ありがとうございます。次に林構成員、どうぞ。 

【林構成員】 ありがとうございます。今日、こういう検討課題１と２という形で、どう

考えるかと直球勝負で聞かれると、なかなかすっと答えられないというところがありま

して、まだ勉強不足を自覚しているところなのですけれども、検討課題２のところで、

ここにありますように、東西の地域電気通信業務以外の業務の在り方をどう考えるかと

いうことなのですけれども、私は先ほど活用業務の在り方については、ここに書いてあ

る事前届出、そこでの審査といった形の事前規制型ではなくて、競争上問題があれば都

度都度にチェックしていく、場合によっては行政指導なり業務改善命令ということで、

事後チェック型に転換していくべきだと申し上げたのですけれども、その中で、今日、

ＮＴＴの御意見が出ているのですけれども、現状でも、別に活用業務はＮＴＴ東西でや

らなくても、子会社で非電気通信業務を実施されていらっしゃって、そこで、現状でも

こういった非電気通信業務というのはできないわけではないと思います。 
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 その際に、ＮＴＴ東西として活用業務を緩和することによって、いろんなメリットが

生まれるということをおっしゃるわけですけれども、今、現状のデメリットとして、例

えばよくおっしゃっている、地域のお客様から、ＩＣＴだけではなくてコンサルティン

グだとかＤＸ支援だとか、いろんなソリューション提案を求める中で、ワンストップで

お応えできないということをおっしゃっていて、その理由づけというか主張が、これは

私の単なる印象かもしれないですけれども、十分に構成員の先生方あるいは社会に刺さ

っていないような感じもするんです。そういうワンストップショッピングというか、ワ

ンストップでの窓口一本化的なところというのは、メリットとしてもちろんあると思う

のですけれども、それだけだと、もちろんそれだけではないのですけれども、何かちょ

っと弱い感じがしていまして、子会社をつくればいろんなデメリットがあるということ

もおっしゃるのですけれども、もう少し何か本質的なところを御主張いただくと、構成

員の先生方にも御理解いただける部分があるのかなと思っています。ちょっと御説明が、

必ずしも刺さらないというところが気になっております。 

 すみません。感想めいた話で恐縮ですけれども、以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。それでは大橋主査代理、どうぞ。 

【大橋主査代理】 すみません。ありがとうございます。 

 まず、議論の立てつけなのですけれど、１か０かみたいな問いかけをされると、なか

なか皆さん答えにくいというのがあって、多分、何を選んでもメリットとデメリットが

あって、そのメリットとデメリットの比較考量の中で、どう判断するのか、あるいはも

しかすると０か１かではなくて、選んだ上に何か付加的に、別の制度で担保することに

よって、ある判断ができるということもあるのだと思うんです。 

 よって、論点の出し方をもう少し工夫できるとありがたいなと。つまり、何が論点で

あって、それぞれについてメリット、デメリットは必ずあって、それについてどう考え

るかということの中で、多分、全体感が見えてくるのかなと。私の方で全体感を示せな

くて、そこが少し恐縮なのですけれど、いずれにしても結論よりは結論に至るロジック

の積み上げが重要なので、そこの辺りをしっかり見せるような形にしないと、なかなか

この議論を追っている人もついてこられなくなってしまうかなと思いまして、どちらか

というと、この資料がどうこうというよりは、この議論の立てつけについてコメントさ

せていただいたということです。ありがとうございます。 

【山内主査】 ありがとうございます。重要な御指摘ではないかなと思っておりますが、
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結論だけというよりも、ロジックの立て方ということが重要で、それを議論するという

のは１つ、大きいと思います。 

 それでは、西村真由美構成員、どうぞ。 

【西村（真）構成員】 全相協の西村と申します。なかなか難しい議論で、悩ましいと思

っています。 

 感覚的な話で大変恐縮なのですが、ＮＴＴにどうあってほしいかみたいな、そういう

印象もあって、今表示されている３ページを眺めていました。ＮＴＴの意見として３つ

挙げてあって、上２つは、もう大変なので、赤字がたくさんあると。なので、もうかる

商売を認めてほしい。それで、黒字化して国民に還元していくみたいには読めるのです

が、ただ、そんなに活用業務でもうかるのかなという疑問などもあります。一般の民間

企業ではなくて、たくさんの大切な設備を持っている会社としての責務というのを、Ｎ

ＴＴに大変我々は期待しているところであるので、その辺の視点でどこまで法律をいじ

ったほうがいいのか、逆にいじらないほうがいいのかみたいな話も、いろいろ聞きなが

ら考えておりましたし、ユニバーサルサービス制度との絡みもあるので、本当に大変難

しいなと思っております。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。他にいらっしゃいますか。 

 冒頭にもありましたユニバとの関係とか、そういったところはもう少し、関連性を事

務局でもまとめていただいて議論の足しにしたいと思っておりますし、今、大橋主査代

理がおっしゃったような、ＡかＢかというよりも、メリデメであったり、あるいは多角

的な視点であったり、いろんなことをもう少し提示していただいて、皆さんから御意見

をいただいて、それを集約するのかなという感じを持ちました。 

 他にいかがですかね。あえて言うと、設備をこれからどうするかという問題は、ＮＴ

Ｔだけではなくて、あるいは電気通信だけではなくて、いろんな分野でそういうことが

起こっていて、日本も人口も減っていくという中で、どうするかというのがあるかと思

います。 

 相田構成員、どうぞ御発言ください。 

【相田構成員】 本来業務と活用業務の話について、さっきフライングでちょっと話をし

てしまいましたが、今このスライドの一番下に書いてある業務区域外の地域電気通信業

務のところについてコメントさせていただきますと、現状で自己設置でないとやれない
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というので、同じ持株の下になっているときに、ＮＴＴ東西が別々に設備を自ら構築し

てというのは、やっぱり効率が悪いから、そんなのはやらないという判断にしかならな

いと思うんです。そもそも、やっぱり同じ持株の下にあるので、ＮＴＴ東西に直接競争

させるというのは無理があるのかなと思いますけれども、例の東西ＰＯＩのときに、そ

れぞれが設備を置かなくてはいけない云々というようなことなどが問題になったりし

たことも考えると、業務区域外で地域電気通信業務をするときの自己設置義務というの

は外してあげてもいいのかなと、ちょっと印象として思いました。あまり突っ込まれる

とぼろが出そうなのですけれども、それだけコメントしておきます。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。他にいかがでしょうか。 

 いろいろ御意見をいただいて、事務局、いかがですか。皆さんから御意見をいただく

ことについて、先ほどちょっと、それを促すように解説してもらいましたけど、こんな

ところでよろしいでしょうか。何か、他にもうちょっとこの点も聞きたいというところ

がございますか。 

【事務局（榎）】 皆様、ありがとうございます。もしよろしければ、ＮＴＴなどに対する

御発言もありましたので、オブザーバーの皆様の御意見もぜひいただけますか。 

【山内主査】 了解です。それでは、オブザーバーの方で御発言を御希望の方。 

【ＮＴＴ】 すみません。では、ＮＴＴの城所でございます。 

【山内主査】 お願いいたします。 

【ＮＴＴ】 ありがとうございます。 

 先ほど林構成員から、ＮＴＴが活用業務に関して、子会社を通じた実施では課題があ

ると主張している点について、もう少し具体的に説明申し上げた方がいいのではないか

とアドバイスをいただき、ありがとうございます。 

 もちろんいろんなお客様、地域にとっての課題であったり、サービスを提供する我々

にとっての課題など、いろいろとございますので、改めて、どこかでお示しさせていけ

ればと思います。ありがとうございます。 

 以上でございます。 

【山内主査】 ありがとうございます。他のオブザーバーの方がいらっしゃいますが、い

かがでしょう。 

【テレコムサービス協会】 テレサ協ですが、よろしいでしょうか。 
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【山内主査】 どうぞ御発言ください。 

【テレコムサービス協会】 テレコムサービス協会の島上でございます。東西の本来業務

のところについて、ちょっとコメントだけさせてください。 

 今回、県内通信の制約を撤廃というのが、もともとはＰＳＴＮのマイグレーションか

ら出てきている話だと理解しております。ＰＳＴＮのマイグレーションに関して言えば、

確かに県内通信の制約というのは意味がないということですけど、だからといって、県

内通信サービスの全て、県内通信の全てのサービスは制約が撤廃されるというのもちょ

っと乱暴なのかなと思っておりまして、その中に含まれるＩＳＰ事業ですとか移動通信

事業ですとか、それに関する影響というのは、そもそも禁止されていた根拠も正当な理

由があるかと思いますので、そういうところもきちんと議論が必要ではないかと思う次

第です。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。それでは、ＫＤＤＩですか。 

【ＫＤＤＩ】 ＫＤＤＩの山本です。ちょっと、スライド３を表示いただけませんでしょ

うか。先ほどの本来業務とか活用業務とか、その辺りのスライドなのですけれども。 

 議論の中で出てきておりますように、多分、本来業務というものと、いわゆるユニバ

ーサルサービスとは、すごく関係性が深いと思っております。つまり、本来業務という

のは一体何なのかと。その意味で、ここに示されていらっしゃるＮＴＴさんの御意見の

ところで、いわゆる責任を果たしていく、安定的にとか、あるいは赤字の話とか、これ

は公正競争というよりは、本来はユニバーサルサービスの話であろうと思います。いか

にして本来業務というものを安定的に提供していくのか。そのためには、例えばアクセ

スチャージとして、しっかりと正当なコストを回収するという話もあったり、あるいは

赤字においてはユニバーサルサービスの基金で補塡していくという制度の仕組みもご

ざいます。なので、これを、将来の高度化に向けた投資余力のために、活用業務から本

来業務の資金を充当するみたいなのは、やや本来業務と活用業務の話が、少し議論とし

て違うのではないかと考えております。 

 そういう意味では、先般、林構成員が、これはユニバーサルサービスワーキンググル

ープの方でもおっしゃられたように、例えばナショナルミニマムという考え方も、それ

は現状の考え方と、将来に向けた考え方というのは、議論がおありだと思います。それ

は、あくまでもユニバーサルサービスの話としてあろうかと。公正競争の話としての活
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用業務、これが公正競争にどういうふうに影響するかという話と、役務を安定的に確保

するためという話は、やっぱり分けて考えるべきだと考えているのが１点目でございま

す。 

 長々とすみません。もう一点は、やっぱり事後的な規制なのか、事前規制かという話

でございますが、行為規制あるいは構造規制という話があったと思います。行為規制に

つきましては、つまり事業法的な規律については、事後的に検証というのもあると思う

のですが、構造規制のような、例えば新たに事業を拡大するとか、あるいは合併すると

か、事業を統合するような構造的な話については、事後的な是正というのはかなり難し

いのではないかなと考えております。つまり、一度提供を始めてしまうと回復が難しい、

みたいなものもありますので、この辺りは、事前規制と事後規制、行為規制と構造規制

は、少し丁寧に議論が必要かなと考えております。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。それでは、ソフトバンク、どうぞ御発言ください。 

【ソフトバンク】 ソフトバンクの山田です。ありがとうございます。 

 今映していただいているページのところで、ＮＴＴの意見で、ＮＴＴ東西の収益の柱

であった、メタル設備を用いた固定電話は赤字が拡大し、光サービスの純増も鈍化して

いるといったような、収益面における部分を理由に何か拡大を考えるべきというような

話であるとするならば、確かに今、第１号基礎的電気通信役務として指定されているメ

タルの固定電話とか、そういったものの収支というのは、たしか600億程度の赤字と、東

西を合わせて伺ってはおりますけれども、光ＩＰ電話であるとか、フレッツのサービス

等も合わせた指定電気通信役務全般で見ますと、東西を合わせて、たしか2,000億レベル

で黒字が出ていたのではないかと記憶しておりますので、仮に東西の収支を見てという

ような話だとするならば、第１号基礎的電気通信役務の収支というよりは、指定電気通

信役務の収支で見るべきではないかなと考えておりますので、その点をコメントさせて

いただきました。よろしくお願いします。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。いろいろと御意見をいただきましたが、他にいか

がでしょう。 

 林構成員、御発言ください。 

【林構成員】 ありがとうございます。 
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 もう一点、検討課題１のところですけれども、ＮＴＴ東西の、まさに分離との関係に

ついてはどうかということで、間接競争の促進ということが挙げられていると思うので

すけれども、間接競争なるものについて少し検討が必要ではないかと思います。間接競

争というのは、要するにＮＴＴ東西の２つの地域会社の比較の競争、いわゆるヤードス

ティック競争によって、独占的な地域通信分野の効率が促進されるということで導入さ

れた競争概念ですけれども、これは、ＮＴＴの再編のときの議論でも、この間接競争に

ついては学者の間でも結構いろんな議論があったのは御案内のところで、そもそも日本

で純粋持株会社のＮＴＴ持株がいる中において、地域会社間の十分な競争というのは起

こらないのではないかという疑問も当時あったわけです。再編各社の資本関係がつなが

ったままで、競争促進が期待どおり実現するかというのは、ＮＴＴ持株が子会社である

各事業会社の自主性あるいは独立性をどの程度認めていくかによるところが大きいの

ではないかというのが、再編のときから議論されていたので、間接競争、ヤードスティ

ック競争を維持することによって効率性が促進されるという、当初の間接競争が導入さ

れた趣旨というものを、現時点において再度検証してみるということもありなのではな

いかと。それが本当に不効率性が生じていて、当初、想定していた競争促進あるいは効

率性促進というのがうまく機能していないのであれば、再編というのも議論できるだろ

うし、やっぱりこれは非常に重要に機能しているのであるということであれば、それは

また維持するということもあると思うので、当時導入された間接競争が現在どういうふ

うに機能してきたのかということを、事後的に検証してみるという作業がないと、分離

をどうすべきかということに答えられないというところが正直ございますので、事務局

におかれまして、あるいはＮＴＴに対しても、資料という形でいろいろ考える材料を提

供していただけるとありがたいと思っております。 

 以上です。 

【山内主査】 ありがとうございます。そうですね。ヤードスティックの競争について検

証するというのも、非常に必要なことだと思いますけれども、なかなか難しいかなと思

いましたけど。基礎的電気通信役務のプライスキャップをかけているのですけれども、

そのときに、ＮＴＴ東西について効率性を、ＲＰＩ－ＸですからＸを計算するというの

をやっているんですけど、エビデンスとして、あれなどは御参考になるようなことが、

もしかしたらあるのかなとは思ったりしますけれども。 

 そのような感じでしょうか。事務局、何かあればまた御検討いただければと思います。 
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 他にいかがでしょうか。 

 そういうことで、大体時間も迫ってきましたけど、事務局、何かもうちょっと論じて

いただきたいとか、そういうことがございますか。 

【事務局（榎）】 いえ、活発に御議論いただきまして、ありがとうございます。いくつか

御指摘いただいたところがありますので、次回以降の事務局資料の作成に当たって留意

したいと思います。ありがとうございます。 

【山内主査】 ありがとうございました。ということで、今日は御意見を伺いながら、そ

れを事務局でまとめていただいて、取りまとめに進めていくということでよろしいかと

思います。 

 それでは、最後に事務局から、今後の予定について御説明をお願いいたします。 

【事務局（田中）】 次回会合の日時、議題等については、別途御連絡させていただきます。

よろしくお願いいたします。 

【山内主査】 どうもありがとうございました。 

 それでは、今日は大変御熱心に御議論いただきまして、ありがとうございました。本

日はこれにて閉会とさせていただきます。どうもありがとうございました。 

 

以上 


